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(57)【要約】
　部品点数や組立工数が削減されて製造コストの低減化
が図られた電子機器および支持構造体を提供することを
目的とする。
　画像表示モジュール１２０を立てたときの、２本連結
したフレーム１１１，１１２と、２本連結したフレーム
１１３，１１４とからなる一対のフレームそれぞれの上
側に、ボルト１７４で固定されるアーム部支持部材１７
３を介して、一端がそれぞれ回動自在に軸支された一対
のアーム部１７１と、この一対のアーム部１７１の他端
同士をつなぐロッド部１７２とを有するスタンド１７０
が、画像表示モジュール１２０に重なった折り畳み状態
と、画像表示モジュール１２０所定角度開き、この画像
表示モジュール１２０を斜めに立てるスタンドとして使
用される使用状態と、折り畳み状態からほぼ１８０°開
き、画像表示モジュール１２０を運ぶ際の取っ手として
使用される開状態との間で回動自在である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子部品が内蔵された板状のモジュールと、
　前記モジュールを立てたときの上側かつ左右両側に一端がそれぞれ軸支された一対のア
ーム部と、該一対のアーム部の他端同士をつなぐロッド部とを有するスタンドを備え、
　前記スタンドが、前記モジュールに重なった折り畳み状態と、前記モジュールから所定
角度開き、該モジュールを斜めに立てるスタンドとして使用される使用状態と、前記折り
畳み状態からほぼ１８０°開き、前記モジュールを運ぶ際の取っ手として使用される開状
態との間で回動自在なものであることを特徴とする電子機器。
【請求項２】
　前記モジュールが、モジュール本体部と、該モジュール本体部の左右両側をスライド自
在に支持する一対のフレームからなり、
　前記一対のアーム部が、前記一対のフレームそれぞれに回動自在に軸支されたものであ
ることを特徴とする請求項１記載の電子機器。
【請求項３】
　前記フレームが、上下に延びる棒形状を有し、該フレームの長手方向に延びる溝が形成
されたものであり、
　前記モジュール本体部が、上下にスライド自在に前記溝に嵌入する突起を有することを
特徴とする請求項２記載の電子機器。
【請求項４】
　前記モジュールが、前面に表示画面を有する画像表示モジュールであることを特徴とす
る請求項１記載の電子機器。
【請求項５】
　前記モジュールが、下端に、移動用の車輪を有することを特徴とする請求項１記載の電
子機器。
【請求項６】
　間隔を空けて互いに平行に配置された、機器の支持に用いられる棒状の一対のフレーム
、および
　前記一対のフレームを立てたときの該一対のフレームの上端近傍に一端がそれぞれ軸支
された一対のアーム部と、該一対のアーム部の他端同士をつなぐロッド部とからなるスタ
ンドを備え、
　前記スタンドが、前記フレームに重なった折り畳み状態と、前記フレームから所定角度
開き、該フレームを斜めに立てるスタンドとして使用される使用状態と、前記折り畳み状
態からほぼ１８０°開き、前記フレームを運ぶ際の取っ手として使用される開状態との間
で回動自在であることを特徴とする支持構造体。
【請求項７】
　前記一対のフレームそれぞれの下端に取り付けられた一対の車輪を有することを特徴と
する請求項６記載の支持構造体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子部品が内蔵された板状のモジュールとこのモジュールを支持するスタン
ドとを備えた電子機器、および機器を支持する支持構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、様々なタイプの電子機器が開発され広く普及している。その中で、情報演算
機能を備えたパーソナルコンピュータ（以下、パソコンと略記する）として、表示画面を
有する画像表示ユニットと、プログラムを実行するＣＰＵ（中央演算処理装置）や電子回
路が搭載された回路基板や情報を記憶しておくハードディスク等を内蔵するとともに上面
に複数の操作キーが配列されてキーボードとしての役割りも成す本体ユニットとが、開閉
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自在に締結するヒンジ部材を介して連結された可搬タイプのノート型パソコンや、プログ
ラムを実行するＣＰＵや電子回路が搭載された回路基板や情報を記憶しておくハードディ
スク等を内蔵する本体装置、画像を表示する表示画面を有する画像表示装置、およびキー
操作を行うためのキーボードなどがそれぞれ別々の筐体として構成された据置きタイプの
デスクトップ型パソコンが広く普及している。
【０００３】
　また、近年、本体装置および画像表示装置の双方が、ハンドルを備えるとともに折り畳
み自在なスタンドも備えた１つの筐体に納められ、この筐体の下端部に、操作キーを上面
とする使用状態における奥側端縁が回動自在に支持されたキーボードを備え、このキーボ
ードが、その使用状態と、使用状態における前側端縁を上に持ち上げる方向に回動させる
ことによって表示画面の一部または全体を覆う収納状態との間で回動される、持ち運びが
容易な一体型のデスクトップ型パソコンも開発され商品化されている（例えば、非特許文
献１、非特許文献２参照。）。
【非特許文献１】“ＶＡＩＯ│ｔｙｐｅＬ”、［ｏｎｌｉｎｅ］、ソニー株式会社、［平
成１９年３月１日検索］、インターネット〈ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｖａｉｏ．
ｓｏｎｙ．ｃｏ．ｊｐ／Ｐｒｏｄｕｃｔｓ／Ｌ３／ｆｅａｔ３．ｈｔｍｌ〉
【非特許文献２】“ＶＡＩＯ│バイオＰ”、［ｏｎｌｉｎｅ］、ソニー株式会社、［平成
１９年３月１日検索］、インターネット〈ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｖａｉｏ．ｓ
ｏｎｙ．ｃｏ．ｊｐ／Ｐｒｏｄｕｃｔｓ／ＰＣＶ－Ｐ１０１／〉
【発明の開示】
【０００４】
　ところが、上記非特許文献１や非特許文献２に提案されたデスクトップ型パソコンは、
持ち運びが容易であるものの、上記ハンドルと上記スタンドがそれぞれ別体の部品として
構成されているため、その分部品点数が多く、このため組立工数も多くなり、製造コスト
が高くなるという問題がある。
【０００５】
　本発明は、上記事情に鑑み、部品点数や組立工数が削減されて製造コストの低減化が図
られた電子機器および支持構造体を提供することを目的とするものである。
【０００６】
　上記目的を達成する本発明の電子機器は、
　電子部品が内蔵された板状のモジュールと、
　上記モジュールを立てたときの上側かつ左右両側に一端がそれぞれ軸支された一対のア
ーム部と、この一対のアーム部の他端同士をつなぐロッド部とを有するスタンドを備え、
　上記スタンドが、上記モジュールに重なった折り畳み状態と、上記モジュールから所定
角度開き、このモジュールを斜めに立てるスタンドとして使用される使用状態と、上記折
り畳み状態からほぼ１８０°開き、上記モジュールを運ぶ際の取っ手として使用される開
状態との間で回動自在なものであることを特徴とする。
【０００７】
　本発明の電子機器は、電子部品が内蔵された板状のモジュールを立てたときの上側かつ
左右両側に一端がそれぞれ軸支された一対のアーム部と、この一対のアーム部の他端同士
をつなぐロッド部とを有するスタンドが、上記折り畳み状態と上記使用状態と上記開状態
との間で回動自在なものである。従って、本発明の電子機器によれば、そのスタンドを折
り畳むことができるとともに、モジュールを斜めに立てるスタンドとして使用したり、モ
ジュールを運ぶ際の取っ手として使用することができるため、ハンドルとスタンドがそれ
ぞれ別体の部品として構成された従来の電子機器に比して、部品点数や組立工数が削減さ
れることとなり、製造コストが低減される。
【０００８】
　ここで、上記本発明の電子機器は、
　「上記モジュールが、モジュール本体部と、このモジュール本体部の左右両側をスライ
ド自在に支持する一対のフレームからなり、
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　上記一対のアーム部が、上記一対のフレームそれぞれに回動自在に軸支されたものであ
る」
ことが好ましい。
【０００９】
　このような好ましい形態によれば、上記一対のアーム部が上記モジュールに直接軸支さ
れる構成に比して、スタンドをモジュールを運ぶ際の取っ手として使用する際における、
モジュール本体部に対する負荷が分散されることとなるため、好適である。
【００１０】
　さらに、上記本発明の電子機器は、
　「上記フレームが、上下に延びる棒形状を有し、このフレームの長手方向に延びる溝が
形成されたものであり、
　上記モジュール本体部が、上下にスライド自在に上記溝に嵌入する突起を有する」
ことも好ましい形態である。
【００１１】
　このような好ましい形態によれば、上記画像表示モジュールが上記フレームの溝に沿っ
て上下にスライドすることとなるため、好適である。
【００１２】
　また、上記本発明の電子機器は、上記モジュールが、前面に表示画面を有する画像表示
モジュールであることが好ましい。
【００１３】
　このような好ましい形態によれば、上記スタンドを、上記画像表示モジュールを斜めに
立てるスタンドとして使用したり、その画像表示モジュールを運ぶ際の取っ手として使用
することができる。
【００１４】
　さらに、上記本発明の電子機器は、上記モジュールが、下端に、移動用の車輪を有する
ことも好ましい形態である。
【００１５】
　このような好ましい形態によれば、モジュールを運ぶ際のユーザに対する負担が軽減さ
れるため好適である。
【００１６】
　また、上記目的を達成する本発明の支持構造体は、
　間隔を空けて互いに平行に配置された、機器の支持に用いられる棒状の一対のフレーム
、および
　上記一対のフレームを立てたときのこの一対のフレームの上端近傍に一端がそれぞれ軸
支された一対のアーム部と、この一対のアーム部の他端同士をつなぐロッド部とからなる
スタンドを備え、
　上記スタンドが、上記フレームに重なった折り畳み状態と、上記フレームから所定角度
開き、このフレームを斜めに立てるスタンドとして使用される使用状態と、上記折り畳み
状態からほぼ１８０°開き、上記フレームを運ぶ際の取っ手として使用される開状態との
間で回動自在であることを特徴とする。
【００１７】
　本発明の支持構造体は、機器が支持される上記一対のフレームを立てたときのこの一対
のフレームの上端近傍に一端がそれぞれ軸支された一対のアーム部と、この一対のアーム
部の他端同士をつなぐロッド部とからなるスタンドが、上記折り畳み状態と上記使用状態
と上記開状態との間で回動自在なものである。従って、本発明の支持構造体によれば、こ
の支持構造体の一対のフレームに機器を支持させて使用するにあたって、そのスタンドを
、機器を斜めに立てるスタンドとして使用したり、機器を運ぶ際の取っ手として使用する
ことができるため、ハンドルとスタンドがそれぞれ別体の部品として構成された従来の電
子機器に比して、部品点数や組立工数が削減されることとなり、製造コストが低減される
。
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【００１８】
　ここで、上記本発明の支持構造体は、上記一対のフレームそれぞれの下端に取り付けら
れた一対の車輪を有することが好ましい。
【００１９】
　このような好ましい形態によれば、本発明の支持構造体の一対のフレームに機器を支持
させて使用するにあたって、機器を運ぶ際のユーザに対する負担が軽減されるため好適で
ある。
【００２０】
　本発明によれば、部品点数や組立工数が削減されて製造コストの低減化が図られた電子
機器および支持構造体が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】デスクトップ型パソコンを前面斜め横から見た外観斜視図である。
【図２】図１に示すデスクトップ型パソコンを背面斜め横から見た外観斜視図である。
【図３】図２に示すスタンドを所定角度開いた使用状態のデスクトップ型パソコンを背面
斜め横から見た外観斜視図である。
【図４】図１～図３に示す画像表示モジュールを背面斜め上から見た外観斜視図である。
【図５】図２，図３に示す本体モジュールおよびコネクタモジュールが上にスライドされ
た状態のデスクトップ型パソコンを背面斜め横から見た外観斜視図である。
【図６】図５に示す本体モジュールおよびコネクタモジュールをさらに上にスライドさせ
て取り外した状態のデスクトップ型パソコンを背面斜め横から見た外観斜視図である。
【図７】図１～図６に示すフレームの拡大図である。
【図８】図１～図６に示すジョイントパーツである。
【図９】図１～図３に示すスタンドを折り畳み状態からほぼ１８０°開いた開状態のデス
クトップ型パソコンを背面斜め横から見た外観斜視図である。
【図１０】図１～図３，図５，図６，図９に示すアーム部支持部材およびボルトの拡大図
である。
【図１１】図２，図３，図５，図６に示すハンドルストッパゴムの拡大図である。
【図１２】図１～図３，図５，図６，図９に示すキャップの拡大図である。
【図１３】図２，図３，図５，図６に示すキーボード台の拡大図である。
【図１４】画像表示モジュールを上にスライドさせた状態のデスクトップ型パソコンを前
面斜め横から見た外観斜視図である。
【図１５】図１４に示す状態のデスクトップ型パソコンを背面斜め上から見た外観斜視図
である。
【図１６】キーボードモジュールを回動させている状態のデスクトップ型パソコンを前面
斜め横から見た外観斜視図である。
【図１７】図１６に示す状態のデスクトップ型パソコンを背面斜め上から見た外観斜視図
である。
【図１８】キーボードモジュールの操作キーを上面とする使用状態のデスクトップ型パソ
コンを前面斜め横から見た外観斜視図である。
【図１９】キーボード台のラッチ機構による係止が解除されたキーボードを示す外観斜視
図である。
【図２０】キーボード台が使用状態にあるときに画像表示モジュールを下にスライドさせ
た状態のデスクトップ型パソコンを前面斜め横から見た外観斜視図である。
【図２１】図２０に示す状態のデスクトップ型パソコンを背面斜め上から見た外観斜視図
である。
【図２２】キーボード台が収納状態にあるときに画像表示モジュールを下にスライドさせ
た状態のデスクトップ型パソコンを前面斜め横から見た外観斜視図である。
【図２３】ＡＣアダプタ２００の外観斜視図である。
【図２４】図２３に示すＡＣアダプタが接続されたデスクトップ型パソコンを背面斜め横
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から見た外観斜視図である。
【図２５】保護部材の外観斜視図である。
【図２６】図２５に示す保護部材をさらに備えたデスクトップ型パソコンを背面斜め上か
ら見た外観斜視図である。
【図２７】車輪の外観斜視図である。
【図２８】図２７に示す車輪をさらに備えたデスクトップ型パソコンの外観斜視図である
。
【図２９】スピーカモジュールをさらに装着したデスクトップ型パソコンを前面斜め横か
ら見た外観斜視図である。
【図３０】図２９に示すデスクトップ型パソコンを背面斜め横から見た外観斜視図である
。
【図３１】別の形態のフレームを前面斜め横から見た外観斜視図である。
【図３２】図３１に示すフレームを用いた形態を前面斜め横から見た外観斜視図である。
【図３３】図３１に示すフレームを用いた形態を前面斜め横から見た外観斜視図である。
【図３４】図３１に示すフレームを用いた形態を前面斜め横から見た外観斜視図である。
【図３５】さらに別の形態のフレームを前面斜め横から見た外観斜視図である。
【図３６】図３５に示すフレームを用いた形態を前面斜め横から見た外観斜視図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。
【００２３】
　ここでは、電子機器の一例として、プログラムを実行するＣＰＵ（中央演算処理装置）
や電子回路が搭載された回路基板や情報を記憶しておくハードディスク等を内蔵する本体
装置、画像を表示する表示画面を有する画像表示装置、およびキー操作を行うためのキー
ボードなどがそれぞれ別々の筐体として構成された据置きタイプのデスクトップ型パーソ
ナルコンピュータ（以下、このデスクトップ型パーソナルコンピュータをデスクトップ型
パソコンと略記する）について説明する。
【００２４】
　図１は、デスクトップ型パソコン１００を前面斜め横から見た外観斜視図であり、図２
は、図１に示すデスクトップ型パソコン１００を背面斜め横から見た外観斜視図であり、
図３は、図２に示すスタンド１７０を所定角度開いた使用状態のデスクトップ型パソコン
１００を背面斜め横から見た外観斜視図である。図４は、図１～図３に示す画像表示モジ
ュール１２０を背面斜め上から見た外観斜視図であり、図５は、図２，図３に示す本体モ
ジュール１３０およびコネクタモジュール１４０が上にスライドされた状態のデスクトッ
プ型パソコン１００を背面斜め横から見た外観斜視図であり、図６は、図５に示す本体モ
ジュール１３０およびコネクタモジュール１４０をさらに上にスライドさせて取り外した
状態のデスクトップ型パソコン１００を背面斜め横から見た外観斜視図である。
【００２５】
　図１～図３に示すデスクトップ型パソコン１００は、一般的なパーソナルコンピュータ
と同様の処理能力を有し、内部にはハードディスク装置やＣＰＵ（中央演算処理装置）を
備えている。
【００２６】
　また、このデスクトップ型パソコン１００は、図１～図３，図５，図６に示すように、
外観上、長手方向に延びる溝１１１ａ，１１２ａ，１１３ａ，１１４ａ，１１５ａ，１１
６ａ，１１７ａを有し、棒形状を有する７本のフレーム１１１，１１２，１１３，１１４
，１１５，１１６，１１７と、このフレーム１１１，１１２，１１３，１１４，１１５，
１１６，１１７を連結する３つのジョイントパーツ２２０とを備えている。ここでは、こ
の７本のフレーム１１１，１１２，１１３，１１４，１１５，１１６，１１７のうちの６
本のフレーム１１１，１１２，１１３，１１４，１１５，１１６をジョイントパーツ２２
０を用いて２本ずつ連結するとともに、２本連結したフレーム１１１，１１２と、２本連
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結したフレーム１１３，１１４とからなる一対のフレームを間隔を空けて互いに平行に立
設させ、それぞれのジョイントパーツ２２０を用いて、その一対のフレーム間を、２本連
結したフレーム１１５，１１６でつなぎ、さらに、フレーム１１５，１１６を連結してい
るジョイントパーツ２２０を用いて、残りの１本のフレーム１１７を、その一対のフレー
ム間の中間上部かつ平行となるように連結している。
【００２７】
　また、このデスクトップ型パソコン１００は、図１～図６に示すように、７本のフレー
ム１１１，１１２，１１３，１１４，１１５，１１６，１１７のうちの、２本連結したフ
レーム１１１，１１２と、２本連結したフレーム１１３，１１４とからなる一対のフレー
ムに上下にスライド自在かつ着脱自在に支持されるフレーム受部１２１を有する画像表示
モジュール１２０を備えている。また、上記一対のフレームのうちの一方の２本連結した
フレーム１１１，１１２における上部のフレーム１１１と上記残りの１本のフレーム１１
７とで上下にスライド自在かつ着脱自在に支持されるフレーム受部１３１を有する本体モ
ジュール１３０を備えている。また、上記一対のフレームのうちの他方の２本連結したフ
レーム１１３，１１４における上部のフレーム１１３と上記残りの１本のフレーム１１７
とで上下にスライド自在かつ着脱自在に支持されるフレーム受部１４１を有するコネクタ
モジュール１４０を備えている。
【００２８】
　画像表示モジュール１２０は、図１～図６に示すように、前面に表示画面１２２ａを有
する表示パネル１２２と、表示パネル１２２を、２本連結したフレーム１１１，１１２と
、２本連結したフレーム１１３，１１４とからなる一対のフレームに対し上下動させる上
下動機構１２３とから構成されている。
【００２９】
　この上下動機構１２３は、上下方向に伸縮する伸縮ポールであって自在な伸縮状態で表
示パネル１２２を支持する２本の昇降ダンパ１２３１と、２本の昇降ダンパ１２３１それ
ぞれの上下両端のうちの下方の端それぞれに固定されるとともに表示パネル１２２背面の
下端右端および下端左端に固定され、上記一対のフレームに対し相対的に上下にスライド
自在な第１の部材１２３２と、２本の昇降ダンパ１２３１の上下両端のうちの上方の端そ
れぞれに固定されるとともに上記一対のフレームそれぞれの上端にボルト１２３５で固定
され、表示パネル１２２に対し相対的に上下にスライド自在な第２の部材１２３３とを備
えている。
【００３０】
　また、２本の昇降ダンパ１２３１は、図４，図６に示すように、上方の端それぞれに固
定された第２の部材１２３３同士が中空のスチールパイプ１２３６によって連結されてお
り、そのスチールパイプ１２３６の中には図示しないワイヤが通っている。そして、２本
の昇降ダンパ１２３１のうちの表示パネル１２２背面の下端右端に第１の部材１２３２が
固定された側の昇降ダンパ１２３１の上方の端に固定された第２の部材１２３３にはレバ
ー１２３４が設けられており、このレバー１２３４を操作すると、スチールパイプ１２３
６の中のワイヤを介して双方の昇降ダンパ１２３１に圧力が加えられ、表示パネル１２２
を、２本連結したフレーム１１１，１１２と、２本連結したフレーム１１３，１１４とか
らなる一対のフレームに対し上下動可能となる。
【００３１】
　このような昇降ダンパ１２３１によって、表示パネル１２２がスムーズに上下にスライ
ドされる。
【００３２】
　また、第１の部材１２３２は、図４に示すように、２本連結したフレーム１１１，１１
２と、２本連結したフレーム１１３，１１４とからなる一対のフレームそれぞれの溝１１
１ａ，１１２ａ，１１３ａ，１１４ａにスライド自在かつ着脱自在に嵌入する突起１２１
ａを有するとともに、この突起１２１ａの両側の壁面１２１ｂが、そのフレーム１１１，
１１２，１１３，１１４の、溝１１１ａ，１１２ａ，１１３ａ，１１４ａの両側の壁面に
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接する形状を有する。この突起１２１ａと壁面１２１ｂとの組み合わせが、画像表示モジ
ュール１２０のフレーム受部１２１である。また、このフレーム受部１２１のうちの突起
１２１ａには、フレーム１１１，１１２，１１３，１１４から電力の供給を受ける画像表
示モジュール側電力端子１２０ａが備えられている。また、このフレーム受部１２１のう
ちの壁面１２１ｂには、画像表示モジュール１２０と外部との間の信号の伝達を担う画像
表示モジュール側信号端子１２０ｂが備えられている。そのため、フレーム受部１２１が
フレーム１１１，１１２，１１３，１１４に確実に支持されるため、画像表示モジュール
側電力端子１２０ａとフレーム側電力端子１１１１（図７参照）とが確実に接続され、画
像表示モジュール側信号端子１２０ｂとフレーム側信号端子１１１２（図７参照）とも確
実に接続される。
【００３３】
　本体モジュール１３０は、プログラムを実行するＣＰＵや電子回路が搭載された回路基
板や情報を記憶しておくハードディスクが内蔵されたモジュールである。この本体モジュ
ール１３０は、図５に示すように、この本体モジュール１３０の左右両側面に、フレーム
１１１，１１７の溝１１１ａ，１１７ａにスライド自在かつ着脱自在に嵌入する突起１３
１ａを有するとともに、この突起１３１ａの両側の壁面１３１ｂが、そのフレーム１１１
，１１７の、溝１１１ａ，１１７ａの両側の壁面に接する形状を有する。この突起１３１
ａと壁面１３１ｂとの組み合わせが、本体モジュール１３０のフレーム受部１３１である
。また、このフレーム受部１３１のうちの突起１３１ａには、フレーム１１１，１１７か
ら電力の供給を受ける本体モジュール側電力端子１３０ａが備えられている。また、この
フレーム受部１３１のうちの壁面１３１ｂには、本体モジュール１３０と外部との間の信
号の伝達を担う本体モジュール側信号端子１３０ｂが備えられている。そのため、フレー
ム受部１３１がフレーム１１１，１１７に確実に支持されるため、本体モジュール側電力
端子１３０ａとフレーム側電力端子１１１１（図７参照）とが確実に接続され、本体モジ
ュール側信号端子１３０ｂとフレーム側信号端子１１１２（図７参照）とも確実に接続さ
れる。
【００３４】
　コネクタモジュール１４０は、データ通信のための図示しない通信ケーブルが接続され
るデータ通信用コネクタ１４２、図示しない記録メディアが挿抜自在に挿入されるメディ
アスロット１４３、図示しないＰＣカードが挿抜自在に挿入されるＰＣカードスロット１
４４、および図示しないＵＳＢ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｅｒｉａｌ　Ｂｕｓ）ケーブル
が接続されるＵＳＢコネクタ１４５を備えたモジュールである。このコネクタモジュール
１４０は、図５に示すように、このコネクタモジュール１４０の左右両側面に、フレーム
１１３，１１７の溝１１３ａ，１１７ａにスライド自在かつ着脱自在に嵌入する突起１４
１ａを有するとともに、この突起１４１ａの両側の壁面１４１ｂが、そのフレーム１１３
，１１７の、溝１１３ａ，１１７ａの両側の壁面に接する形状を有する。この突起１４１
ａと壁面１４１ｂとの組み合わせが、コネクタモジュール１４０のフレーム受部１４１で
ある。また、このフレーム受部１４１のうちの突起１４１ａには、フレーム１１３，１１
７から電力の供給を受けるコネクタモジュール側電力端子１４０ａが備えられている。ま
た、このフレーム受部１４１のうちの壁面１４１ｂには、コネクタモジュール１４０と外
部との間の信号の伝達を担うコネクタモジュール側信号端子１４０ｂが備えられている。
そのため、フレーム受部１４１がフレーム１１３，１１７に確実に支持されるため、コネ
クタモジュール側電力端子１４０ａとフレーム側電力端子１１１１（図７参照）とが確実
に接続され、コネクタモジュール側信号端子１４０ｂとフレーム側信号端子１１１２（図
７参照）とも確実に接続される。
【００３５】
　図７は、図１～図６に示すフレーム１１１の拡大図であり、図８は、図１～図６に示す
ジョイントパーツ２２０の拡大図であり、
　フレーム１１１には、このフレーム１１１の溝１１１ａ部分に、図７に示すように、画
像表示モジュール１２０のフレーム受部１２１（図４参照）や本体モジュール１３０のフ
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レーム受部１３１（図５参照）やコネクタモジュール１４０のフレーム受部１４１（図５
参照）がこのフレーム１１１に支持された状態における、画像表示モジュール側電力端子
１２０ａ（図４参照）や本体モジュール側電力端子１３０ａ（図５参照）やコネクタモジ
ュール側電力端子１４０ａ（図５参照）に電力を供給するフレーム側電力端子１１１１が
備えられている。
【００３６】
　また、フレーム１１１には、このフレーム１１１の溝１１１ａの両側の壁面部分に、図
７に示すように、画像表示モジュール側信号端子１２０ｂ（図４参照）や本体モジュール
側信号端子１３０ｂ（図５参照）やコネクタモジュール側信号端子１４０ｂ（図５参照）
の各モジュール間やこれらの各モジュールと外部との間で伝達される信号を中継するフレ
ーム側信号端子１１１２が備えられている。
【００３７】
　尚、図１～図６に示すその他のフレーム１１２，１１３，１１４，１１５，１１６，１
１７にも、図７に示すフレーム１１１と同様に、フレーム側電力端子１１１１およびフレ
ーム側信号端子１１１２が備えられているが、ここでは図示を省略する。
【００３８】
　また、ジョイントパーツ２２０は、図８に示すように溝２２０ａを有し、この溝２２０
ａ部分に、フレーム側電力端子１１１１が備えられている。また、その溝２２０ａの両側
の壁面部分に、フレーム側信号端子１１１２が備えられている。
【００３９】
　このように、画像表示モジュール１２０のフレーム受部１２１（図４参照）や本体モジ
ュール１３０のフレーム受部１３１（図５参照）やコネクタモジュール１４０のフレーム
受部１４１（図５参照）がフレーム１１１，１１２，１１３，１１４，１１５，１１６，
１１７に支持された状態における、画像表示モジュール側電力端子１２０ａや本体モジュ
ール側電力端子１３０ａやコネクタモジュール側電力端子１４０ａが、フレーム１１１，
１１２，１１３，１１４，１１５，１１６，１１７やジョイントパーツ２２０に設けられ
たフレーム側電力端子１１１１から電力の供給を受ける。従って、電力を供給するための
電源ケーブルを画像表示モジュール１２０や本体モジュール１３０やコネクタモジュール
１４０に接続する必要がないため、電源ケーブルの接続や取り回しの煩わしさが回避され
る。
【００４０】
　また、各モジュール間や各モジュールと外部との間で信号の伝達を実現するにあたり、
信号伝達用ケーブルも各モジュールに接続する必要がないため、信号伝達用ケーブルの接
続や取り回しの煩わしさも回避される。
【００４１】
　図９は、図１～図３に示すスタンド１７０を折り畳み状態からほぼ１８０°開いた開状
態のデスクトップ型パソコン１００を背面斜め横から見た外観斜視図である。また、図１
０は、図１～図３，図５，図６，図９に示すアーム部支持部材１７３およびボルト１７４
の拡大図である。
【００４２】
　デスクトップ型パソコン１００は、図１～図３，図５，図６，図９，図１０に示すよう
に、画像表示モジュール１２０を立てたときの、２本連結したフレーム１１１，１１２と
、２本連結したフレーム１１３，１１４とからなる一対のフレームそれぞれの上側に、ボ
ルト１７４で固定されるアーム部支持部材１７３を介して、一端がそれぞれ回動自在に軸
支された一対のアーム部１７１と、この一対のアーム部１７１の他端同士をつなぐロッド
部１７２とを有するスタンド１７０を備えている。
【００４３】
　また、このスタンド１７０は、画像表示モジュール１２０に重なった、図１，図２に示
す折り畳み状態と、画像表示モジュール１２０から所定角度開き、この画像表示モジュー
ル１２０を斜めに立てるスタンドとして使用される、図３に示す使用状態と、上記折り畳
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み状態からほぼ１８０°開き、画像表示モジュール１２０を運ぶ際の取っ手として使用さ
れる、図９に示す開状態との間で回動自在なものである。
【００４４】
　このように、スタンド１７０を折り畳むことができるとともに、デスクトップ型パソコ
ン１００を斜めに立てるスタンドとして使用したり、デスクトップ型パソコン１００を運
ぶ際の取っ手として使用することができるため、ハンドルとスタンドがそれぞれ別体の部
品として構成された従来の電子機器に比して、部品点数や組立工数が削減されることとな
り、製造コストが低減される。
【００４５】
　また、このスタンド１７０によれば、一対のアーム部が画像表示モジュール１２０に直
接軸支される構成に比して、スタンド１７０をデスクトップ型パソコン１００を運ぶ際の
取っ手として使用する際における、画像表示モジュール１２０の表示パネル１２２に対す
る負荷が分散される。
【００４６】
　また、デスクトップ型パソコン１００には、図１～図３，図５，図６，図９に示す滑り
止めゴム２３０を備えている。ここでは、この滑り止めゴム２３０が、２本連結したフレ
ーム１１１，１１２と、２本連結したフレーム１１３，１１４とからなる一対のフレーム
それぞれの下端に設けられており、図３に示す使用状態のときに、デスクトップ型パソコ
ン１００を斜めに立てた状態が安定して保たれる。
【００４７】
　図１１は、図２，図３，図５，図６に示すハンドルストッパゴム２４０の拡大図であり
、図１２は、図１～図３，図５，図６，図９に示すキャップ２１０の拡大図である。
【００４８】
　デスクトップ型パソコン１００は、図２，図３，図５，図６，図１１に示すハンドルス
トッパゴム２４０を備えている。このハンドルストッパゴム２４０は、フレーム１１１，
１１２，１１３，１１４，１１５，１１６，１１７に形成された溝１１１ａ，１１２ａ，
１１３ａ，１１４ａ，１１５ａ，１１６ａ，１１７ａに着脱自在に嵌入する凸条２４０ａ
を有する、弾性材からなるものである。ここでは、このハンドルストッパゴム２４０が、
２本連結したフレーム１１１，１１２と、２本連結したフレーム１１３，１１４とからな
る一対のフレームにおけるジョイントパーツ２２０を用いてその一対のフレーム間につな
がれた、２本連結したフレーム１１５，１１６の左右両端に設けられている。
【００４９】
　このようなハンドルストッパゴム２４０によって、図１，図２に示す折り畳み状態のと
きにスタンド１７０が機器に衝突することが防止される。
【００５０】
　また、デスクトップ型パソコン１００は、図１～図３，図５，図６，図９，図１２に示
すキャップ２１０を備えている。このキャップ２１０は、フレーム１１１，１１２，１１
３，１１４，１１５，１１６，１１７の端部に嵌合する、弾性材からなるものである。こ
こでは、このキャップ２１０が、端部が露出するフレーム１１１，１１３，１１７の上端
部に嵌合されている。
【００５１】
　このキャップ２１０によって、フレーム１１１，１１３，１１７の端部に接触してユー
ザが負傷することが防止される。
【００５２】
　図１３は、図２，図３，図５，図６に示すキーボード台１６１の拡大図である。また、
図１４は、画像表示モジュール１２０を上にスライドさせた状態のデスクトップ型パソコ
ン１００を前面斜め横から見た外観斜視図であり、図１５は、図１４に示す状態のデスク
トップ型パソコン１００を背面斜め上から見た外観斜視図である。また、図１６は、キー
ボードモジュール１６０を回動させている状態のデスクトップ型パソコン１００を前面斜
め横から見た外観斜視図であり、図１７は、図１６に示す状態のデスクトップ型パソコン
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１００を背面斜め上から見た外観斜視図である。図１８は、キーボードモジュール１６０
の操作キー１６２１を上面とする使用状態のデスクトップ型パソコン１００を前面斜め横
から見た外観斜視図である。図１９は、キーボード台１６１のラッチ機構１６１１による
係止が解除されたキーボード１６２を示す外観斜視図である。また、図２０は、キーボー
ド台が使用状態にあるときに画像表示モジュール１２０を下にスライドさせた状態のデス
クトップ型パソコン１００を前面斜め横から見た外観斜視図であり、図２１は、図２０に
示す状態のデスクトップ型パソコン１００を背面斜め上から見た外観斜視図である。また
、図２２は、キーボード台１６１が収納状態にあるときに画像表示モジュール１２０を下
にスライドさせた状態のデスクトップ型パソコン１００を前面斜め横から見た外観斜視図
である。
【００５３】
　デスクトップ型パソコン１００は、図２，図３，図５，図６，図１４～図２２に示すよ
うに、操作キー１６２１が配置されたキーボードモジュール１６０を備えている。
【００５４】
　このキーボードモジュール１６０は、２本連結したフレーム１１１，１１２と、２本連
結したフレーム１１３，１１４とからなる一対のフレームそれぞれの下側に支持された一
対の支持個片からなる支持部材１８０に回動自在に支持されたキーボード台１６１と、キ
ーボード台１６１上に着脱自在に載置されたキーボード１６２とから構成されている。
【００５５】
　また、図１３，図１９に示すように、キーボード台１６１は、このキーボード台１６１
に載置されたキーボード１６２を着脱自在に係止する係止機構であるラッチ機構１６１１
を有する。
【００５６】
　そのため、使用状態において、ユーザが、キーボード１６２をキーボード台１６１に装
着した状態で使用する形態と、キーボード１６２をキーボード台１６１から離脱させた状
態で使用する形態との、双方の使用形態を選択することができる。また、ラッチ機構１６
１１によって、キーボード１６２をキーボード台１６１に確実に係止できるとともに、係
止の解除が容易である。
【００５７】
　上記一対のフレームそれぞれの下側に支持された一対の支持個片からなる支持部材１８
０は、キーボードモジュール１６０を、操作キー１６２１を上面とする、図１８に示す使
用状態における奥側端縁近傍を通ってこの一対のフレーム間に延びる回動軸の回りに、そ
の使用状態と、図１６，図１７に示すようにその使用状態における前側端縁を上に持ち上
げる方向に回動させ、図１４，図１５に示すようにそのキーボードモジュール１６０を立
設させて、下にスライドさせた状態の画像表示モジュール１２０の裏側に収納される、図
２，図３，図５，図６に示す収納状態との間で回動自在に支持するものである。
【００５８】
　また、キーボードモジュール１６０は、上記収納状態と上記使用状態との間で、画像表
示モジュール１２０を上にスライドさせた状態で、その画像表示モジュール１２０下端と
上記一対のフレームとで区切られた空間を通過させて回動されるものである。
【００５９】
　このように、使用状態から収納状態にキーボードモジュール１６０を回動させた後に、
画像表示モジュール１２０を下にスライドさせると、キーボードモジュール１６０がこの
画像表示モジュール１２０の裏側に収納される。従って、キーボードモジュール１６０が
収納された収納状態であっても表示画面１２２ａが露出することとなる。そのため、例え
ば、本実施形態のデスクトップ型パソコン１００が、キーボード１６２を必要としない形
態を有するデスクトップ型パソコンであれば、キーボード１６２を必要としない形態で使
用する際に、その形態では使用することのないキーボード１６２が前方に張り出して美観
が損われることが解消される。
【００６０】
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　図２３は、ＡＣアダプタ２００の外観斜視図であり、図２４は、図２３に示すＡＣアダ
プタ２００が接続されたデスクトップ型パソコン１００を背面斜め横から見た外観斜視図
である。
【００６１】
　図２３，図２４に示すＡＣアダプタ２００は、ＡＣ電力を、画像表示モジュール１２０
や本体モジュール１３０やコネクタモジュール１４０やキーボードモジュール１６０に供
給するためのＤＣ電力に変換する電力変換部２０１と、フレーム側電力端子１１１１に接
して電力変換部２０１で得られたＤＣ電力をそのフレーム側電力端子１１１１に供給する
アダプタ側電力端子２０２１を有し、フレーム１１１，１１２，１１３，１１４，１１５
，１１６，１１７の、複数または連続した位置のいずれにも支持される電力供給部２０２
とを具備するものである。この電力供給部２０２は、フレーム１１１，１１２，１１３，
１１４，１１５，１１６，１１７に形成された溝１１１ａ，１１２ａ，１１３ａ，１１４
ａ，１１５ａ，１１６ａ，１１７ａに着脱自在に嵌入する凸条形状を有する。
【００６２】
　このＡＣアダプタ２００をＡＣ電源に接続することによって、ＤＣ電力が画像表示モジ
ュール１２０や本体モジュール１３０やコネクタモジュール１４０やキーボードモジュー
ル１６０に安定的に供給される。また、電力供給部２０２は、フレーム１１１，１１２，
１１３，１１４，１１５，１１６，１１７の、複数または連続した位置のいずれにも支持
されるものであるため、ＡＣアダプタ２００の設置自由度が高い。
【００６３】
　図２５は、保護部材２５０の外観斜視図であり、図２６は、図２５に示す保護部材２５
０をさらに備えたデスクトップ型パソコン１００を背面斜め上から見た外観斜視図である
。
【００６４】
　図２５に示す保護部材２５０は、フレーム１１１，１１２，１１３，１１４，１１５，
１１６，１１７に形成された溝１１１ａ，１１２ａ，１１３ａ，１１４ａ，１１５ａ，１
１６ａ，１１７ａに着脱自在に嵌入する凸条２５０ａを有する、弾性材からなるものであ
る。また、この保護部材２５０は、図２６に示すように、フレーム側電力端子１１１１（
図７参照）およびフレーム側信号端子１１１２（図７参照）を覆うものである。
【００６５】
　従って、フレーム側電力端子１１１１およびフレーム側信号端子１１１２が粉じんや湿
気から保護さるとともに、感電や短絡が未然に防止される。また、フレーム１１１，１１
２，１１３，１１４，１１５，１１６，１１７に接触してユーザが負傷することが防止さ
れる。さらに、フレーム１１１，１１２，１１３，１１４，１１５，１１６，１１７に対
する衝撃が緩和されるため、フレーム１１１，１１２，１１３，１１４，１１５，１１６
，１１７や、フレーム１１１，１１２，１１３，１１４，１１５，１１６，１１７に設け
られたフレーム側電力端子１１１１およびフレーム側信号端子１１１２の破損が防止され
る。
【００６６】
　図２７は、車輪１９０の外観斜視図であり、図２８は、図２７に示す車輪１９０をさら
に備えたデスクトップ型パソコン１００の外観斜視図である。
【００６７】
　図２７に示す車輪１９０は、２本連結したフレーム１１１，１１２と、２本連結したフ
レーム１１３，１１４とからなる一対のフレームそれぞれの下端に取り付けられるもので
ある。
【００６８】
　この車輪１９０によって、デスクトップ型パソコン１００を運ぶ際のユーザに対する負
担が軽減される。
【００６９】
　図２９は、スピーカモジュール１５０をさらに装着したデスクトップ型パソコン１００
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を前面斜め横から見た外観斜視図であり、図３０は、図２９に示すデスクトップ型パソコ
ン１００を背面斜め横から見た外観斜視図である。
【００７０】
　スピーカモジュール１５０は、スピーカを備えたものであって、７本のフレーム１１１
，１１２，１１３，１１４，１１５，１１６，１１７のうちの、２本連結したフレーム１
１１，１１２と、２本連結したフレーム１１３，１１４とからなる一対のフレームに上下
にスライド自在かつ着脱自在に支持されるフレーム受部１５１を有する。
【００７１】
　また、このスピーカモジュール１５０は、このスピーカモジュール１５０の左右両側面
に、フレーム１１１，１１２，１１３，１１４の溝１１１ａ，１１２ａ，１１３ａ，１１
４ａにスライド自在かつ着脱自在に嵌入する突起１５１ａを有するとともに、この突起１
５１ａの両側の壁面１５１ｂが、そのフレーム１１１，１１２，１１３，１１４の、溝１
１１ａ，１１２ａ，１１３ａ，１１４ａの両側の壁面に接する形状を有する。この突起１
５１ａと壁面１５１ｂとの組み合わせが、スピーカモジュール１５０のフレーム受部１５
１である。また、このフレーム受部１５１のうちの突起１５１ａには、フレーム１１１，
１１２，１１３，１１４から電力の供給を受ける本体モジュール側電力端子１５０ａが備
えられている。また、このフレーム受部１５１のうちの壁面１５１ｂには、スピーカモジ
ュール１５０と外部との間の信号の伝達を担う本体モジュール側信号端子１５０ｂが備え
られている。
【００７２】
　図３１は、別の形態のフレーム１１０を前面斜め横から見た外観斜視図であり、図３２
～図３４は、図３１に示すフレームを用いた形態を前面斜め横から見た外観斜視図である
。
【００７３】
　図３１に示すフレーム３１０は、フレーム１１０をジョイントパーツ２２０を用いて連
結したものである。このフレーム１１０は、上述した７本のフレーム１１１，１１２，１
１３，１１４，１１５，１１６，１１７と同一の断面を有し、棒形状を有するものであっ
って、フレーム３１０は、上述した画像表示モジュール１２０や本体モジュール１３０や
コネクタモジュール１４０やスピーカモジュール１５０やキーボードモジュール１６０な
どといった各種モジュールを支持するものである。
【００７４】
　図３２に示すように、図３１に示すフレーム３１０に、上述した画像表示モジュール１
２０や本体モジュール１３０やコネクタモジュール１４０やスピーカモジュール１５０を
支持させた形態や、図３３に示すように、図３１に示すフレーム３１０を３台並列して並
べ、上述した画像表示モジュール１２０やスピーカモジュール１５０やキーボードモジュ
ール１６０を支持させた形態や、図３４に示すように、図３１に示すフレーム３１０を２
台近接して並べ、上述した画像表示モジュール１２０や本体モジュール１３０やコネクタ
モジュール１４０やスピーカモジュール１５０を支持させた形態として用いることができ
る。
【００７５】
　図３５は、さらに別の形態のフレームを前面斜め横から見た外観斜視図であり、図３６
は、図３５に示すフレームを用いた形態を前面斜め横から見た外観斜視図である。
【００７６】
　図３５に示すフレーム３２０は、図３１に示すフレーム３１０と同様に、フレーム１１
０をジョイントパーツ２２０を用いて連結したものであって、さらに、下端に、フレーム
支持部３２１と、キャスタ３２２とを備えている。このフレーム３２０も、上述した画像
表示モジュール１２０や本体モジュール１３０やコネクタモジュール１４０やスピーカモ
ジュール１５０やキーボードモジュール１６０などといった各種モジュールを支持するも
のである。
【００７７】
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　図３６に示すように、図３１に示すフレーム３１０に、上述した画像表示モジュール１
２０や本体モジュール１３０やコネクタモジュール１４０やスピーカモジュール１５０を
支持させた形態として用いることができる。
【００７８】
　尚、上述した実施形態では、電子機器の一例としてのデスクトップ型パソコンについて
説明したが、これに限られるものではない。
【００７９】
　また、上述した実施形態では、モジュールの例として、画像表示モジュールと本体モジ
ュールとコネクタモジュールを挙げたが、これに限られるものではなく、例えば、ハード
ディスクや各種ドライブなどを格納するベイモジュールなどであってもよい。
【００８０】
　また、上述した実施形態では、電力の供給と信号の伝達がそれぞれ異なる端子に担われ
た例を挙げて説明したが、これに限られるものではなく、例えば、電力線を使って信号を
伝達するいわゆる電力線通信（ＰＬＣ：Ｐｏｗｅｒ　Ｌｉｎｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉ
ｏｎ）を適用し、電力の供給と信号の伝達を同一の端子に担わせてもよい。
【００８１】
　また、上述した実施形態では、画像表示モジュールを昇降ダンパである伸縮ポールを用
いて上下にスライドさせる例を挙げて説明したが、これに限られるものではなく、画像表
示モジュールを上下にスライド可能であればいかなる機構であってもよい。
【００８２】
　また、上述した実施形態では、キーボード台に載置されたキーボードを着脱自在に係止
する係止機構がラッチ機構である例を挙げて説明したが、これに限られるものではなく、
着脱自在に係止する係止機構であればいかなる係止機構であってもよい。

【図１】 【図２】
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